
第３次かわさきノーマライゼーションプラン（障害者計画）の見直しについて 

１ 第３次かわさきノーマライゼーションプランとは 

・本市においては、障害者計画と障害福祉計画をノーマライゼーションプランとして一体的に策定すること

により、障害保健福祉分野のみならず、障害者関連の施策全体の推進を図り、サービスの提供体制や基盤

の整備に取組んでいる。

・「川崎市総合計画」における具体的な取組計画を定めた政策領域別計画の一つとして位置づけている。

（１）川崎市障害者計画 

・障害者基本法に基づき、障害者に関する施策の方向性についての基本的な計画

・国計画を基本に都道府県計画を、都道府県計画を基本に市町村計画を策定する位置づけ。

  ☆計画期間に関する国規定はない。（自治体により異なっている）

第１次計画期間：平成９年度から平成２２年度

第２次計画期間：平成１６年度から平成２２年度→支援費制度導入などにより第１次計画の中間年度で見直し

第３次計画期間：平成２１年度から平成２５年度（現行計画）

（２）川崎市障害福祉計画 

・障害者総合支援法〈＊１〉に基づき、障害福祉サービス等に係る数値目標・サービス見込量を定めた計画

〈＊１〉障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

☆計画期間は３年間の国規定あり（各自治体統一）

 第１期計画期間：平成１８年度から平成２０年度

第２期計画期間：平成２１年度から平成２３年度

 第３期計画期間：平成２４年度から平成２６年度（現行計画）

26年度 27年度以降21年度 22年度 23年度 24年度 25年度18年度 19年度 20年度16年度 17年度

第4次かわさき
ノーマライゼーション

プラン

実態調査 実態調査策定 策定

新かわさきノーマライゼーションプラン

（第２次障害者計画：H16～H22）

第1期障害福祉計画

実態調査 策定

第３次かわさきノーマライゼーションプラン

（平成24年4月改定）

第３次障害者計画:H21～H25

第2期障害福祉計画 第3期障害福祉計画

２ 第４次かわさきノーマライゼーションプラン策定にあたって考慮すべき点 

（１）計画内容 

○障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定め、主に考慮しておくべき論点は

次の事項と考える。

・障害者総合支援法（平成２５年度以降順次施行）に対応した取り組み

・障害者差別解消法〈＊２〉（案）等、差別の禁止に対する取り組み

〈＊２〉障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

☆差別：障害を理由とする区別・排除等を行うことや、障害のないものと同様の機会や待遇を確保する合理的配慮を行わないこと

・本市の第４期実行計画の策定作業との連携

（２）策定手続き 

・障害者その他の関係者の意見を聴き、意見を尊重するよう努めながら策定する

３ 改定作業の考え方 

（論点１）障害者計画と障害福祉計画との関係 

・障害者計画が、教育、雇用、保健・医療、広報、情報コミュニケーションなど、福祉分野以外も含めた障

害に関する施策の基本的な方向性を定め、障害福祉計画が、そのうちの障害者総合支援法に定める個別サ

ービスの必要量の見込みを定める関係にあることから、両計画の内容を連動させながら市民への実態調査

を踏まえながら一体的に策定していくことが、市民にわかりやすく、計画策定手法として望ましい。

（論点２）障害者総合支援法との関係 

・平成２５年度から障害者自立支援法に代わる障害者総合支援法が施行されたが、平成２５年度からの内容

は現行計画でも影響のあるものは少なく、重度訪問介護の対象拡大（重度の肢体不自由者に加え重度の知

的障害者・精神障害者に拡大される予定）、グループホーム・ケアホームの一元化、障害支援区分の創設と

平成２６年度に大きな制度変更が予定されており、平成２５年度末（予定）に全体的な概要が明確になっ

てから計画を策定することが望ましい。

（論点３）障害者差別解消法（案）の施行との関係 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）案が成立した場合、「障害に応じた

合理的配慮をしないこと」が差別に該当するとされることから、健康福祉局所管事業以外にもまちづくり、

雇用、教育、広報など様々な他局事業や社会全体での差別禁止に向けた取組みも求められるなど、障害者

計画に定める施策に大きく影響することから、平成２５年度末（予定）に全体的な概要が明確になってか

ら計画を策定することが望ましい。

（論点４）第４期実行計画の策定作業との連携 

・ノーマライゼーションプラン（障害者計画・障害福祉計画）が、総合計画の具体的な取組計画となる政策

領域別計画と位置づけられていることから、第４期実行計画の策定作業との連携をさせていく。

第４期実行計画の策定作業との連携を図る観点から、現行の第３次かわさきノーマライゼーションプラ

ン改定版については、必要に応じ見直しを行うこととし、第４次ノーマライゼーションプランについては、

平成２５年度中に、障害者施策審議会においてその柱となる主要障害施策の中長期的な方向性についての

協議を進めていく。また、国レベルでの障害者施策に係る大きな制度変更を踏まえた上でより具体的な計

画を策定していく観点から、平成２５年度までとなっている障害者計画の計画期間を延長し、平成２７年

度からの第４次ノーマライゼーションプランについて障害者計画と障害福祉計画とを一体的に策定する。

30年度 31年度21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 32年度26年度 27年度 28年度 29年度

第３次かわさきノーマライゼーションプラン

（平成24年4月改定）
第４次かわさきノーマライゼーションプラン

第３次障害者計画

第2期障害福祉計画 第3期障害福祉計画 第4期障害福祉計画【予定】

第４次障害者計画【予定】

実態調査 策定 実態調査・策定

第5期障害福祉計画【予定】

新総合計画

第2期実行計画

新総合計画

第3期実行計画

新総合計画

第4期実行計画【予定】

延長
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第３次 かわさき ノーマライゼーションプラン（改定版）の施策体系 

～ ま ち で 暮 ら そ う ２ １ 世 紀 ～

基本理念 育ち、学び、働き、暮らす

ライフサイクルに応じた
総合的な支援体制の構築

地域でふれあい、支え合い

地域で支え合う社会の
実現

やさしいまちづくり

誰もが快適で暮らしやすい
まちづくりの推進

地域生活支援の充実

地域生活への移行支援

計画推進の

方向性

就労に向けた支援

計画期間：Ｈ２１～Ｈ２５ ⇒ Ｈ２６年度まで１年延長障 害 者 計 画 計画期間：H24～H26

(１)子どもと家庭への支援
 １)総合的な支援体制の構築  
 ２)相談支援体制の充実  
 ３)専門的な相談支援体制の整備 
 ４)早期発見・早期療育の促進   
 ５)障害児入所施設機能の充実 
６)特別支援教育の推進 

 ７)高校・大学等における教育 
 ８)家庭への支援の充実 
 ９)地域における交流の支援 

(２)地域における自立した生活の支援
 １)総合的な支援体制の構築 
 ２)相談支援体制の充実 
 ３)専門的な相談支援体制の整備 
 ４)生活支援サービスの充実 
 ５)経済的自立の支援 
 ６)福祉用具の開発と効果的な利用の 

促進 
 ７)入所施設や病院等からの地域移行 

支援 
 ８)多様な支援ニーズへの対応 
 ９)サービスの質の向上 
 10)サービスの担い手の確保と養成 

(３)障害特性に応じた日中生活の場
の整備

 １)日中活動サービスの提供 
 ２)日中活動サービスの充実 
 ３)サービス基盤の整備 

(４)就労支援と雇用の拡充
 １)総合的な就労支援体制の構築  
 ２)就労移行支援の強化 
 ３)就労支援基盤の整備 
 ４)就労の継続支援 
 ５)障害者雇用の拡充 

(５)生活しやすい住まいの整備
 １)ケア付き住宅の整備促進 
 ２)施設入所機能の充実 
 ３)公営住宅の整備 
 ４)民間住宅への入居促進 
 ５)快適な住まいづくりの支援 

(６)保健医療分野との連携
 １)障害者の医療制度と医療的ケア等の充実 
 ２)精神科医療の充実と心の健康の推進 
 ３)福祉サービスにおける医療的ケアの提供 
 ４)リハビリテーション医療システムの 

検討・整備  

【基本理念１】 

育ち、学び、働き、暮らす

(１)ユニバーサルデザインに配慮 
した生活環境の整備

 １)誰もが暮らしやすいまちづくり 
の推進 

 ２)道路の環境整備 
 ３)公共交通機関のバリアフリー化 
 ４)公共施設の改善 
 ５)まちの情報提供の充実 

(２)防災・防犯対策の充実
 １)災害時に対応できる環境整備 
 ２)防犯対策の充実 

(１)地域における交流の促進
 １)当事者や家族の活動の充実 
 ２)地域における多様な支え合い 

の構築 
 ３)福祉教育の推進 
 ４)啓発・広報活動の推進 

(２)権利擁護の推進
 １)成年後見制度等の利用の推進 
 ２)サービスの利用援助と苦情解決 
 ３)虐待の防止<新規> 

(３)社会参加活動の充実
 １)文化・スポーツ活動の推進 
 ２)社会教育・生涯教育の実施 

(４)国際交流の推進
 １)国際交流 
 ２)国際協力 

【基本理念２】 

地域でふれあい、支え合い

【基本理念３】 

やさしいまちづくり

【施策Ⅰ】 

在宅生活を支える地域づくり

■相談支援システムの充実 
■新たな障害に対する専門的支援体制の構築 
・高次脳機能障害者のための支援体制の整備 
・発達障害者のための支援体制の整備 

■緊急対応可能な地域支援体制の整備 
・身近な地域における短期入所の充実 
・地域生活支援の拠点づくり 

■当事者活動に対する支援 

【施策Ⅱ】 

重度化や高齢化に対応した住まいと生活の支援

■重度及び高齢障害者等に配慮したグループホーム 
等の整備 

■多様なニーズに対応した住環境の整備 
■訪問入浴サービスの拡充 
■障害児・者の見守り支援体制の充実 

【施策Ⅲ】 

自立生活と社会参加のきめ細かな支援

■福祉用具の給付等の充実 
■個別のニーズに対応した移動の支援 
■障害児の放課後等日中活動支援の充実 
■就労支援体制の整備と福祉的就労に対する支援 

新たな在宅福祉施策
【基本的な目標】 地域生活のあんしんを支える共生社会の実現

新たな在宅福祉施策として重点的に取り組む施策 

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
提
供
体
制
の
確
保

【平成２６年度までに重点的に取り組む目標】

■数値目標１
施設入所者の地域生活への移行 
①入所施設からの地域移行  １４６人 
②施設入所者の削減     ▲１５人 

（第１期から第３期までの累計） 

■数値目標２
入院中の精神障害者の地域生活への移行 

２１０人 
（第３期のみの累計） 

■数値目標３
福祉施設からの一般就労への移行 

（平成２６年度）年間４５人 

【障害福祉サービス等の必要な量の見込みと
その見込量を確保するための方策】 

■日中活動系サービス 
 ・生活介護 
 ・自立訓練(機能訓練・生活訓練) 
 ・就労移行支援 
 ・就労継続支援(Ａ型・Ｂ型) 
 ・地域活動支援センター 
■居住系サービス 
 ・共同生活援助(グループホーム)/ 

共同生活介護(ケアホーム) 
 ・施設入所支援 
 ・自立訓練(宿泊型) 
 ・福祉ホーム 
■訪問系サービス 
 ・居宅介護 
 ・重度訪問介護 
 ・行動援護 
 ・同行援護 
■その他のサービス 
 ・短期入所 
 ・計画相談支援 他 

【地域生活支援事業等の実施に関する事項】 

第３期障害福祉計画

○重：新たな在宅福祉施策として 
重点的に取り組む施策

○重  

○重  

○重  

○重  

○重  

○重  
○重  

○重  

○重  

○重  

○重  

○重  

○重  
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